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　まず、2015 年 9 月の北関東・東北豪雨被害に遭われた方々にお見舞い申し上げます。
　自然災害の恐怖をあらためて痛感しました。東日本大震災、脳裏に焼き付いたあの日の映像が何度もプ
レイバックされたことを覚えています。震災から数年が経ち、被災地も徐々に再生を果たしている矢先の
出来事で、災害対策の重要性を再認識させられました。
　今回の災害を通じてとりわけ気になったのは、「特別警報」の存在です。気象庁によれば、これまで、
大雨、地震、津波、高潮などにより重大な災害の起こるおそれがある時に、警報を発表して警戒を呼びか
けていましたが、今後、警報の発表基準をはるかに超える豪雨や大津波等が予想され、重大な災害の危険
性が著しく高まっている場合、新たに特別警報を発表し、最大限の警戒を呼び掛ける運用が開始されまし
た。特別警報が発表されたら、まず命を守る行動をとるようにと気象庁は言及しています。ただし、その
発表基準は、地域の災害対策を担う都道府県知事及び市町村長の意見を聴いて決定するとのことで、自治
体の迅速な対応が求められることは言うまでもありません。
　警報の有無によらず、我々自身が早めの行動をとることは必要不可欠であり、普段から最悪の事態を想
定した準備をすることが大事ということで、委員会の仕事も早めに対応しなければと痛感する今日この頃
です。
 （純日本人）


